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ている。 （報告63 表7, 8〕
14〕関東大地震クラス以外のモテ‘ノレ地震を考えても，
都内各地は震度V～VIの地震に見舞われることはたしか

















を実施してきた。 （報告56 図1 40頁〕
3) 被害想定は物的施設の破壊を中心に考えられてお
り，一方，東京消防庁は火災を中心に検討してきた。























































































































































































































































































































































































































































































































































































防災関係重点施策 ｜ 防災計 内訳（100万円〉
1 科学技術の研究 18,018 1, 539 
2 災害予防 205,718 20,481 
3 国土保全 523,683 
4 災害復旧等 409,708 
5 その他
6 一般 1, 132 
計 1, 157, 127 23, 152＋α 

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































東 京 23 区 南 関 東
人口（1972) 8,673,972 約 2500万
木造住宅数（棟数ではなL、） 約250万 約 750万
R C棟数（72) 3.75十α 約 5万









浸水面積 64万 66km' 
浸水住宅数 27. 5m' 28万
内倒壊浸水 4,5万 5万
流出住宅数 4340 
被災人口 約170万 約 548万
被害 約11兆円 約 21兆円
内一般｛l:ιむ 約2.3～2.6兆円 f!:J 6兆円
工菜 約35兆円 約 7兆円
商業 約1.5兆円 約 2兆円
農水尾 約0.05兆円 約 0.5兆円
公共 約3兆円 約 6兆円





にみてそれぞれ， 7兆円， 2兆円， 0.25兆円，公共施設
被害を一般被害討の約半分として6兆円，合計すると約
21兆円とし、う試算値が出る。間接被害を考えると，日本
政府の一般会計予算の 1.5～2年分くらいの被害という
ことになろう。
この種の試算は金をかけて計算しても，陪算でやって
も結果としては大差はない。問題は計算の根拠となる木
造家屋の倒壊率，公共施設及び産業施設の破壊率の想定
であり，それにともなう焼失面積の想定，地震水害地域
の面積の想定の如何にかかわる。したがって，上記では
焼失面積を関東震災時の2倍程度，地震水害地域の面積
を約66km'（満潮位以下の面積の約40%〕と仮定L，木
造家屋の損壊〉終を約13%と4%強低い｛直できめている。
こうした仮定はあるにしても，生やさしい被害額では
ないことはたしかである。火災を防止できれば，一般家
屋被害はたちまち低下するし地震水害を防止できれば
被害額はさらに小さくなる。同機に公共施設や産業施設
の被害を最小限にくいとめられれば，被害額はさらに一
層小さくなる。このためには，施設の破壊防止に先行投
資が必要であるが，現状はそうし、う風潮ではないし産
業施設は必らずしもそのようにはつくられていなし、。出
火防止に有効と考えられているエネルギーの転換につい
ても，石油中心の考え方は強いが，超長期の展望を基礎
に考えると，石油にかわる次のエネノレギーを取上げなけ
ればならない。こうした観点から，地域的機能の広域的
配置についても考慮しつつ，安全な地域空間の創出を考
えなければならない。
日己した想定被害額は最低にみても，地方公共団体が
対応できる数字ではないし，地震保険で救済できる数字
でもなし、。世界経済に波及する問題になるだろうと考え
ている。多数の人命の死傷のほかに，こうした大問題を
かかえる震災対策として，人命の安全や財産を確保する
ためと一口にし、われるが，本質的には，一体何をしたらよ
いのかということについては， J!Jの発想と展開が必要で
あるように考えられる。それはおそらく，現段階ではま
都市の自然環境論 111 
とまった考えをのべられる状態にはないが，従来の都市
計画技術をこえたものであろう。都市とは何か，地域と
は何かとし、う基本問題から洗いなおす必要があるしこ
れこそ正に都市研究の根源的課題であると考えられる。
10 地方自治体は何をなすべきか一一結びにかえ
て一一
大都市震災問題は，大都市自治体の手にあまる大問題
を内包していると結論できる。勿論，何時発生するとも
わからない震災に，何時発生しても被害を最小限度にと
どめるべき責務を負う地方自治体の悲惨な決意と努力は
尊重されるが，こうした決意と努力をむなしいものとし
てしまうことをおそれる。現象的には大震火災と地震水
害の発生をみた場合にそうなる可能性が高い。したがっ
て，この2つにつながる要因を排除すべきであるが，現
行の法体系や行政指導の錯綜するなかで，解決の糸をた
ぐりつつ法規等の見直しを進めるべきことはもとより，
私権制限も地域を限って実施するなどの勇断が必要であ
る。この点では，国と地方自治体の協力が不可欠であろ
う。
地震予知が精度よく実現できると，地震火災の危険は
現状のままでも著しく減少させることが可能である。し
かしながら，公害問題にみる企業や行政の対応，全国的
視野でみた開発志向型の意識は，地震時に問題となる危
険要因の予防的排除を円滑には実施させない方向に作用
するように考えられる。エネルギー源の転換一つをとっ
ても，そうすれば震災危険を著しく軽減できるといわれ
でも，そうした結論に到達するには時間がかかるであろ
うし，地域によって産業施設の排除を考えるとしても，
強い抵抗が出るであろう。現状は，産業施設の安全基準
を高めることにさえ抵抗が多く，また企業消防力は法的
に規定されていない。国政レベルでの大都市震災対策の
哲学の確立が急がれる。
地震水害にいたっては，公害問題がやかましくなるな
かで，公害対策の権限が地方自治体に委譲されるととも
に，地震水害対策とそれにともなう責任も予算の裏付け
なしに移管され，そのうえ，地盤沈下はなお大都市地域
でも進行し，地震水害の危険をより一層大きなものとし
つつある。くりかえしのべるように，水防施設を万全と
する以外に現状では防ぎょうがなL、。国の管理する施設
と合わせて，共同の責任において危険の予防的排除をは
かるべきであろう。このためには地盤沈下対策の法的ワ
クぐみを根本的に修正する必要があろう。
震災予防条例にも示されている震災についての科学技
術的調査研究は，国と地方自治体が協力して，効率よく
実施できる性質のものである。国には調査研究機関があ
りながら，地方自治体ではもっぱら委託調査にたよって
いる。それも各自治体がパラパラに実施していて，財政
難になるとたちまちそのしわょせをうける。震災につい
ては，風水害とはことなって多数の被害例から帰納して
方策を考えるという方法をとりにくい。したがって，科
学技術的な予測的根拠を活用して，若干の震災例を見直
す方法をとることになる。このためには，衆知をあつめ
るのがよく，独立の調査研究集団の組織化がのぞまれる。
震災対策には，施設計画が不可欠であり，このため細
分化された用地に起因するやっかL、な土地収用問題がか
らむ。当然，事業期間とのかねあいが生ずるが，土地収
用の当面の担い手が地方自治体であることにばかわりが
ない。地域住民との骨のおれる対話のくりかえしが必要
になるが，こうした話しゃ事例をきくにつけても，地域
空間の計画的形成が先行的におこなわれることの必要性
を痛感する。東京都の公表した第1回の地震時の地域危
険度の分布をみても，明らかに外延的に危険地域が拡大
する形を示していて，危険度の高い地域に対する施策と
合わせて，外縁部のまだ危険度の低い地域の危険の予防
的排除に関する施策の重要性を強調したい。この問題の
解決には多分に国と地方自治体の共同が必要なことが多
L、。
とのようにみてくると，大都市震災問題は地方自治体
にとって最大級の問題であるとともに，固にとっても大
問題であろう。こうした観点からの都市研究，大都市震
災の政治学的研究を展開することが緊要であると考えて
いる。このなかには，固から村までの議員諸氏の震災に
対する意識，行動を含めて研究するのがよいであろう。
出火防止対策の実践面，交通規制の実務は地方自治体
にかかる負担が大きし、。火種を放任して，万ーの場合に
住民の協力をうることや，消防隊が効率よく活動するこ
とを期待するのには，ある種の限界があろう。火種規制
を，地盤の悪い地域，危険地域，高熱量使用施設等をく
みあわせて考えるべきではないか。出火，延焼の技術的
制御も法的に強化すべきではないか。地震火災の有無が
大都市震災の様相を左右するので，国と地方自治体の連
けいを期待したい。
地方自治体職員の研修を強化し，問題の質と量ととも
に，その重さを理解させること，基礎的な研究とその基
本となる調査を実施できる組織体を強化することを要請
したい。また，現状では震災問題が話題となりやすいこ
と，一発で巨大な被害を発生しやすいこともあって，震
災対策を優先して考えやすいが，風水害の50年累積被害
をみれば明らかなように，風水害対策を抜くことはでき
ないしある意味では，風水害対策を万全にするような
地方政治の姿勢，考え方，施策等が確立することによっ
て，震災対策の体系化と施策の実現が出来やすくなると
もいえる。地震水害や造成宅地の問題などこうした例で
あろう。
それでも，南関東が広域震災に見舞われることを考
112 都市研究報告第63号～66号
え，機能の分散を考える考え方があるn なかには，首都
機能の移転を考えるものもある《南関東と北関東が，あ
るいは関東圏と関西圏が同時に大震災に見舞われる可能
性の小さいことを考えると，現在のような各種機能を中
央にあつめる国土利用のありブjには，地域の機能分化，
機能の地域分散といった考えの導入が必要になろう。震
災をテコにしてそう考えるというよりも，国土利用のあ
り方としてそういう考え方を重視するというのが妥当で
あろう。さき応筆者があげた対応原理の第1である「分
数，線開」に該当するのしかし危険の広域拡散ではな
いので，第3の「危険のf防的排除」とし、う対応原理が
つらぬかれる必要がある。このl市では周辺の地方「1治
体，国の関係省庁との述けいが不可欠である。
大郷市の現状では，第2の原理「集約」と危険の予防
的排除の組合せが重視されることになろう e 集約の構想
t土地方自治体の行政事務として考えらるべきであり，必
要な協力を危険の予防的主i'除を中心に国や関係機関との
問で実現していくべきであると考えているn
最後に，都市の自然環境諭とし、う表題との関係から若
干のコメントをしておきたい《都市の自然環境論という
表題からおそらく，公害や白然保護など最近はなぱなし
く社会の話題をさらっている問題について論ずるのであ
ろうと連想される方も多いと思うn しかし4編の報告の
内特；土震災問題を扱ってきたの震災問題を環境問題を考
える一つの手がかりとするとともに，公害や自然保護な
どとは異質の問題を含むことを明らかにしてきた。環境
の主体は人間と人聞社会であり，環境は人間や人聞社会
の客体であると考えるとともに，環境が歴史的空間的（地
理的〉実在であると考えている。実在は自然＝人間的
実在といってもよいし，システム（個人的にはあまり好
きではない）といってもよし、。当然のこととして，時代
とともに環境の意義はかわっていくし政治や行政，経
済，社会，文化といった内谷を包摂するものである。し
たがって，研究面からいえば，自然科学や工学などのワ
グにとどまらず，社会科学や人文科学の領域の問題にも
踏みこまざるをえない。
こうし、う考え方にたつと，環境問題の現象菌のみにこ
だわることなく，環境問題の内包するさまざまな問題，
環境問題のさまざまなあらわれ方，環境問題解決のため
のさまざまな立脚点，手法，施策等を総体としてとらえ
ることの必要性が理解できょう。また，環境問題に対す
る先進地域と後進地域のとらえ方にみられるように，地
域問題であり，地域によるちがし、を認めて施策を考える
必要のあることも理解できょうわたとえば，画一的に，
低い水準で環境基準を設定することが，問題の多い地域
にとっては有効でないこと，問題のすくない地域におい
ても，やがて問題が大きくなるなど環境の動的性質を理
解できるであろう。
公得や I~然保護などについて，環境権といった法的概
念が，震災などについて安全権といった法的概念が提唱
され，定着しつつあるとも，また逐次定着するであろう
ともいえる。また，現象的には持続的な現象と突発的な
現象といった区別もできょう。しかし環境問題が問題
化するのは，外力の強さやその持続時間だけによるので
はなく，外力をうける人間と人間社会にも問題化する条
件が存在するからであるの人為的外力とともに，自然的
外力を取上げて追究しそれらの人間や人間社会への影
響とその影響が人間に及ぼす被害一一生命の危険，物質
的な損失 を解明することが重要な課題である。
すでに，都震災予防条例の前文について言及したとお
り，口大な外的エネノレギーのゆえに，震災を天災として
一切の被討を切りすてることはできなL、。しかも，東京
に限らず，都市は人災的条件の累積のなかで被害を巨大
化する構造一一潜在被害構造ーーをもっている。地方自
治体はこの潜在被害構造を解体し，人間にとって安全な
竺問を古ljり出す第一線の使命を担うものである。現状は
この使命を地方自治体のみの抑うべきものとするにはあ
まりにも悪すぎる。現状認識とともに，現状にいたった
歴史的反省と将来への展唱を，日常的な業務の聞にまと
めることが出発点になるe
震災の回避は，さきにのべたように，地震予知の完成
によって実現できるかもしれない。しかし震災危険を
かかえこんだ都市の内部構造が，忠実に地震予知に反応
するとはし、いきれない。こうしたなかで，地方自治体は
震災予防の方策を追究してし、かなければならない。予知
が未確立の場合も，不備な場合もあるであろう。それで
も地方自治体は震災対策に手ねかりがないよう考えなけ
ればなるまい。 H：民（法人住民を含む）の協力が不可欠
であるとはL、え，行政施策の責任が地方自治体にあるこ
とはたしかである。国のカベをゃぶりにくい問題もあろ
う。それでも地方自治体は何かをしなければならないで
あろうの人聞にとって安全な地域をつくること，これこ
そ地方自治体が具体的にとりくむべき課題の一つである
と考える。震災問題はそのサブテーマの一つなのであ
る。
この小論を，昭和51年3月停年退職される野間三郎教
授に献呈する。同教授の地理学方法論の研究に啓発され
ることが多かったことを感謝し，あわせて，本学におけ
る都市研究の発展に対する協力に御礼申上げる。
